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（一財）建設物価調査会 

 
2023 年 12 月調査（第 169 回） 

民間企業設備投資動向調査  
一 般 財 団 法 人  建 設 物 価 調 査 会   

総 合 研 究 所  経 済 研 究 課  

 

このレポートは、2023 年 12 月 1 日時点での同年 7～9 月実績、同年 10～12 月実績見込み、2024 年 1～3 月

計画、同年 4～6 月計画における民間企業各社の設備投資計画に関する状況について、調査票形式で調査を実

施し、その結果をとりまとめたものである。 
 
 

■ 調査結果の要旨 ■ 

1．設備投資額（ソフトウエア・土地除く）は、資本金を問わず、全産業で前年同期比 14.4％増加の見込みとな

った。 

2．設備投資額のうち、建設投資額の全規模・全産業は、前年同期比 9.4％増加の見込み。うち、製造業は

11.8％減少、非製造業は 11.5％増加の見込みとなった。 

3．製造業のうち、建設投資額が増加の見込みとなった産業は、生活関連型・その他産業の「食料品製造業」、

基礎素材型産業の「非鉄金属製造業」等であった。 

4．非製造業のうち、建設投資額が増加の見込みとなった産業は、電気・ガス業の「電気業」、卸売・小売業の

「小売業」等であった。 
 

《2024 年 1～3 月期 設備投資計画》 

2024 年 1～3 月計画は、資本金問わずの全産業で建設投資と機械投資がいずれも増加傾向となり、設備投

資総額で見て、対前年増減率で増加となった。 
 

建設投資額 
設備投資総額 

（ソフトウェア・土地除く） 
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  （注）前年同期比は、前年同期調査との共通回答企業による比率。 

図－１ 設備投資及び建設投資（全規模・全産業）の動向  
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■ 調査結果 ■ 

１．建設投資の動向 

 

（１）産業・資本金規模区分別の建設投資動向 

  2024 年 1～3 月期における建設投資（計画）の動向は資本金規模別で、10 億円以上の企業で前年同期

比 13.2％増加、1～10 億円の企業で同 35.7％減少の見込みとなった。（表－１） 

製造業は全規模で同 11.8％減少。業種別では、生活関連型・その他産業の「食料品製造業」、基礎素材

型産業の「非鉄金属製造業」等が拡大傾向にあるが、基礎素材型産業の「化学工業」や加工組立型産業の

「輸送用機器製造業」等は縮小傾向で推移する見込みとなった。 

非製造業は全規模で同 11.5％増加。業種別では、電気・ガス業の「電気業」、卸売・小売業の「小売業」等

が拡大傾向にあるが、卸売・小売業の「卸売業」や「不動産業」等は縮小傾向で推移する見込みとなった。 
 

表－1 建設投資（産業・資本金規模区分別）の動向 

対前年増減率：％

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月

実　  績 実績見込み 計　  画 計　  画

全規模

-20.7 31.9 9.4 0.9

-11.9 2.9 -11.8 137.8

-21.4 35.9 11.5 -17.0

資本金10億円以上

-22.8 31.3 13.2 -9.0

-38.6 -4.4 -18.4 14.9

-21.7 35.8 16.1 -12.2

資本金1～10億円

39.1 42.9 -35.7 87.5

131.5 55.4 25.3 1770.4

-6.8 37.4 -48.5 -57.6

2023年 2024年

非 製 造 業

全 産 業

非 製 造 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業

製 造 業

産業・資本金規模区分

製 造 業

全 産 業

 
（注）前年同期比は、前年同期調査との共通回答企業による比率。 

 

（２）投資区分別の建設投資動向 

建設投資の動向を投資区分別にみると、住宅（賃貸住宅等）は前年同期比 20.5％減少の見込みとなっ

た。非住宅建築は事務所・店舗等や工場・倉庫等での前年同期比の増加傾向により、全体では同 9.3％増加

の見込みとなった。土木は同 95.3％増加の見込みとなった。（表－２）（図－２） 

 

表－２ 建設投資（投資区分別）の動向 

対前年増減率：％

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月

実　  績 実績見込み 計　  画 計　  画

(A) -20.7 31.9 9.4 0.9

-19.1 -40.8 -20.5 4.5

-30.9 40.7 9.3 -1.3

-28.1 41.3 6.4 -15.1
-44.4 90.9 97.8 26.0
17.5 -52.4 -65.1 1.9

53.0 9.4 95.3 34.8

非 住 宅

住宅(賃貸住宅・社宅等)

投 資 区 分

建 設 投 資

そ の 他 の 建 築 物
工 場 ・ 倉 庫 等
事 務 所 ・ 店 舗 等

土 木

2023年 2024年

 
（注）前年同期比 は、前年同期調査との共通回答企業による比率。 
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（注）前年同期比は、前年同期調査との共通回答企業による比率。 

図－２ 建設投資 投資区分別の動向 

 

（３）産業区分別の建設投資動向 

建設投資の動向を産業別にみると、製造業は、生活関連型・その他産業が拡大傾向を示しているものの、基

礎素材型産業や加工組立型産業の縮小傾向により、前年同期比 11.8％減少の見込みとなった。（表－３） 

項目別には、生活関連型・その他産業の「食料品製造業」、基礎素材型産業の「非鉄金属製造業」等が拡

大の見込み。基礎素材型産業の「化学工業」や加工組立型産業の「輸送用機器製造業」等が縮小の見込み

となった。 

非製造業は、多くの産業が拡大傾向を示したことにより、前年同期比 11.5％増加の見込みとなった。 

項目別には、電気・ガス業の「電気業」、卸売・小売業の「小売業」等が拡大の見込み。卸売・小売業の「卸

売業」や「不動産業」等が縮小の見込みとなった。 
 

表－３ 建設投資（産業区分別）の動向 

対前年増減率：％

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月

実　  績 実績見込み 計　  画 計　  画

-20.7 31.9 9.4 0.9

-11.9 2.9 -11.8 137.8

-54.1 -4.5 -27.0 -10.5
-15.3 13.7 -14.3 126.6
193.5 8.1 86.5 467.0

-21.4 35.9 11.5 -17.0

-32.3 -11.1 0.9 -5.6
59.9 2.2 109.4 -3.4

101.0 95.2 60.1 -25.5
-42.7 2.1 47.8 -60.0
66.9 19.8 16.5 107.0
54.1 4.2 37.9 -10.7

-60.8 51.9 -2.8 -46.5
81.4 -30.0 -21.8 9.1

非 製 造 業

運 輸 業

加 工 組 立 型 産 業

全 産 業

電 気 ・ ガ ス 業

基 礎 素 材 型 産 業

サ ー ビ ス 業

金 融 ・ 保 険 業

生活関連型･その他産業

建 設 業

不 動 産 業

情 報 通 信 業

産 業 区 分

製 造 業

卸 売 ・ 小 売 業

2023年 2024年

 
（注 1）前年同期比は、前年同期調査との共通回答企業による比率。 

（注 2）製造業の内訳３分類の内容は、次のとおりである。 

「基礎素材型産業」：木材･パルプ･紙製造業、化学工業、石油･石炭製品製造業、ゴム製品製造業、 

ガラス･土石製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、金属製品製造業 

「加工組立型産業」：機械製造業、電気機器製造業、輸送用機器製造業、精密機器製造業 

「生活関連型･その他」：食料品製造業、繊維製品製造業、その他の製造業 

（注 3）非製造業の投資額には、表中の産業以外に農林水産業および鉱業の投資額を含む。 
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２．設備投資全体の動向 

 

（１）産業・資本金規模区分別の設備投資動向 

  2024 年 1～3 月期における設備投資全体（計画）の動向は資本金規模別で、10 億円以上の企業で前年

同期比 18.5％増加、1～10 億円の企業で同 27.7％減少の見込みとなった。（表－４） 

産業区分別では、製造業が全規模で同 6.4％減少、非製造業が同 22.4％増加の見込みとなった。 

 

表－４ 設備投資（産業・資本金規模区分別）の動向 

対前年増減率：％

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月

実　  績 実績見込み 計　  画 計　  画

全規模

-16.1 21.1 14.4 16.4

-21.6 16.4 -6.4 76.8

-14.1 23.9 22.4 -9.6

資本金10億円以上

-16.9 24.4 18.5 11.0

-26.5 18.8 -6.6 46.2

-13.4 27.7 28.1 -4.7

資本金1～10億円

1.0 -16.7 -27.7 47.1

87.0 -8.5 -3.9 291.1

-29.7 -22.2 -38.4 -34.9

2023年 2024年

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

全 産 業

産業・資本金規模区分

 
（注）前年同期比は、前年同期調査との共通回答企業による比率。 

 

 

（２）投資区分別の設備投資動向 

建設投資を含む設備投資全体の投資区分別動向は、冒頭の概要で示したとおり、設備投資額（ソフトウエ

ア・土地除く）で、前年同期比14.4％増加(①)の見込みとなった。このうち、建設投資は同9.4％増加(②)、機

械投資は同22.4％増加(③)の見込みとなった。（表－５） 

ソフトウエア投資額は同14.5％増加(④)、土地購入費は29.4％減少(⑤)、ソフトウエア・土地を含めた設備投

資総額では、同4.3％増加(⑥)の見込みとなった。 

また、産業別でみると、製造業の設備投資額（ソフトウエア・土地除く）は、前年同期比 6.4％減少(⑦)の見

込みとなった。このうち、建設投資は同 11.8％減少(⑧)、機械投資は同 5.0％減少(⑨)の見込みとなった。 

  他方、非製造業の設備投資額（ソフトウエア・土地除く）は、同 22.4％増加(⑩)の見込みとなった。このうち、

建設投資は同 11.5％増加(⑪)、機械投資は同 61.6％増加(⑫)の見込みとなった。 
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表－５ 設備投資（投資区分別）の動向 
対前年増減率：％

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月

実　  績 実績見込み 計　  画 計　  画

全　　産　　業

(A) -20.7 31.9 9.4 0.9

(B) -12.0 10.4 22.4 48.2

(A+B) -16.1 21.1 14.4 16.4
（ソフトウエア・土地除く）

(C) 25.6 15.7 14.5 22.6
(D) 4.1 -7.4 -29.4 2400.6

(A+B+C+D) -11.5 18.6 4.3 66.6
（ソフトウエア・土地含む）

製　　造　　業

(A) -11.9 2.9 -11.8 137.8
(B) -23.0 19.0 -5.0 55.5

(A+B) -21.6 16.4 -6.4 76.8
（ソフトウエア・土地除く）

非　製　造　業

(A) -21.4 35.9 11.5 -17.0
(B) -3.3 -3.2 61.6 32.9

(A+B) -14.1 23.9 22.4 -9.6
（ソフトウエア・土地除く）

土 地 購 入 費
設 備 投 資 総 額

設 備 投 資 額

投 資 区 分

建 設 投 資

機 械 投 資

設 備 投 資 額

建 設 投 資

ソフトウエア投資

機 械 投 資

設 備 投 資 額

建 設 投 資
機 械 投 資

2023年 2024年

②

③

①

④

⑤

⑥

⑧

⑨

⑦

⑪

⑫

⑩

 
（注 1）前年同期比は、前年同期調査との共通回答企業による比率。 

（注 2）表中の付番は前ページの文中と対応。 

 

 

３．設備投資の推移 

 

（１）設備投資全体の推移 

  対前年増減率でみた全産業での投資傾向は、2023 年 7～9 月実績で減少傾向にあるが、2023 年 10～12

月実績見込み以降は、おおむね増加傾向で推移していく見通し。（図－３） 
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（注）前年同期比は、前年同期調査との共通回答企業による比率。 

図－３ 設備投資全体の動向 
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（２）建設投資の推移 

  2023 年 7～9 月実績以降、製造業・非製造業それぞれで対前年増減率の傾向に差異がみられるものの、

2023 年 10～12 月実績見込み以降、全産業では増加域での推移を維持していく見通し。（図－４） 
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（注）前年同期比は、前年同期調査との共通回答企業による比率。 

図－４ 建設投資の動向 

 

 

（３）機械投資の推移 

製造業・非製造業それぞれの対前年増減率をみると、2023 年 7～9 月実績以降、産業間で増減の幅が大

きく異なる期があるが、全体ではおおむね増加傾向に推移する傾向が見られている。（図－５） 
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（注）前年同期比は、前年同期調査との共通回答企業による比率。 

図－５ 機械投資の動向 
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■ 民間企業設備投資動向調査について ■ 

 

１．調査の目的 

この調査は、わが国の総合的な建設活動の見通しに資するため、民間企業における建設投資の実績及び計

画を四半期別に把握することを目的としている。 

民間企業設備投資のうち、主に建設投資を対象としているのは、他の設備投資調査には見られない特色で

ある。 

 

２．調査対象  

国内に本社または主たる事業所を設けて企業活動を営む民間企業のうち、 

資本金1億円以上の4,323社(資本金50億円以上：1,316社、10～50億円：1,121社、1～10億円：1,886社） 

を調査対象としている。 

 

表－６ 調査対象企業数 

 

３．調査時点 

2023 年 12 月 1 日 

 

４．調査方法 

調査は郵送または電子調査によるアンケート方式 

 

５．集計方法 

前年同期に得られた回答と比較することにより変動を集計した。 

そのため、前年同期比は当期と前年同期調査との共通回答企業による回答から算出したものである。 

 

  

単位：社

全産業 4,323 996 23.0 826

1,316 243 18.5 204

1,121 226 20.2 181

1,886 527 27.9 441

製造業 1,483 307 20.7 257

576 90 15.6 76

379 72 19.0 59

528 145 27.5 122

非製造業 2,840 689 24.3 569

740 153 20.7 128

742 154 20.8 122

1,358 382 28.1 319資本金1～10億円

産業・資本金規模区分

資本金1～10億円

資本金50億円以上

資本金1～10億円

資本金50億円以上

資本金10～50億円

資本金50億円以上

資本金10～50億円

資本金10～50億円

共通回答

企業数
回答率（％）回答数

調査対象

企業数
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【参考資料】産業分類と調査対象企業数 

単位：社

産　　業

全産業 1,886 1,121 1,316 4,323

製造業 528 379 576 1,483

基礎素材型産業 216 150 242 608

加工組立型産業 179 153 247 579

生活関連型・その他産業 133 76 87 296

非製造業 1,358 742 740 2,840

農林・水産業 5 2 5 12

鉱業 2 3 5 10

建設業 154 72 75 301

電気・ガス業 11 9 26 46

運輸業 100 61 62 223

情報通信業 181 88 66 335

卸売・小売業 506 282 180 968

金融・保険業 74 73 226 373

不動産業 60 43 37 140

サービス業 265 109 58 432

資本金

1～10億円

資本金

10～50億円

資本金

50億円以上
合　計

 
 

 

 

 

 

 

 

■ 当調査の調査条件および留意事項 ■ 

１．本調査の調査対象は資本金 1 億円以上の企業から選定している。 

２．設備投資の範囲は、自社の固定資産に対する国内投資としている。ただし、リース資産への新規計上額は含まれない。 

３．調査は、資金ベース【「有形固定資産（建設仮勘定を含む）」、「無形固定資産のうちソフトウエア（仕掛品を含む）」

の減価償却前増加額】で行っている。 

４．消費税を除いた金額で調査を行っている。 

５．集計上の産業分類は、基本的にダイヤモンド社の業種コードを基準とする企業ベースでの主業分類に基づいている。 

６．過去の時系列データは当会ホームページを別途参照のこと。 

(https://www.kensetu-bukka.or.jp/business/so-ken/shisu/minkan/) 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＜内容に関する問い合わせ先＞ 
 

一般財団法人  建設物価調査会   総合研究所 経済研究課  
 

〒103-0011  東京都中央区日本橋大伝馬町11-8 フジスタ－ビル日本橋 

TEL : 03(3663)7235   E-mail : econ@kensetu-bukka.or.jp 

URL : https://www.kensetu-bukka.or.jp/ 

 


